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本稿の目的は、筆者が 2014 年 9月から 2015 年 8月までの 1年間にわたってアメリカのテンプル大学 FOX ビジ











場研究セミナー（Seminar in Capital Markets Research）について、Ph.D.セミナー一般に対し示唆を与えられる部分に
着目して詳細に紹介する。第Ⅴ節では、前述の紹介を踏まえ、日本のPh.D.教育に対し提言を行う。 
 
Ⅱ アメリカにおける Ph.D.プログラムの概要 
ここではアメリカにおける会計の Ph.D.教育の概要について、主に日本との違いに着目して紹介する3 ）。 











者が約 93%、会計の修士号の所有者が約 50%、経営学修士号（MBA）の所有者が約 20%、公認会計士資格の所有
者が 50%を占めている（Brink A.G. et al. (2012), p.923）。 
b. 勤務経験の有無 
入学者のうち約 72%が勤務経験を持っており、そのうち勤務年数が 5 年未満の割合が 43%、5 年以上 10 年未満
の割合が 19%である（Brink A.G. et al. (2012), p.923）。大学側が勤務経験を入学要件として重要視しているのか、そ
れとも勤務経験のある人がPh.D.プログラムを目指す傾向が強いのかについては定かではない。 
c. GAMTの成績 
入学要件として重要な要素の一つである GMAT の平均成績は 692.85（満点 800 点の 87％を占める）、最頻値が
710、範囲は 530から 790である（Brink A.G. et al. (2012), p.923）。 
3. 研究領域と研究方法 
研究領域と研究方法に関するPh.D.学生の志向は以下の通りである。45%の学生が財務会計、26%が監査、15%が
管理会計、11%が税務、2%が情報システム（1%は決めてない）に興味を持っている（Brink A.G. et al. (2012), p.933）。
研究方法に関しては、53%がアーカイバル研究（Archival）、16%が行動会計研究（Behavioral）、12%が実験研究
（Experimental）、4%がアナリティカル（Analytical）、1%が数学的モデル（Math Modeling）4 ）に興味を持っている
（Brink A.G. et al. (2012), p.933）。 
以上は、Ph.D.学生向けの調査結果であるが、英語圏のTopジャーナル（AOS, CAR, JAE, JAR, RAST, TAR）5 ）に
掲載された論文を対象として調査した研究領域と研究方法の選好傾向についても補助的に見てみたい。2000 年か
ら 2007年までの 8年間において、上記 6ジャーナルに掲載された 1,196編の論文のうち、61.2%が財務会計、12%
が管理会計、12.6%が監査、5.9%が税務、2.1%がガバナンス、6.3%がその他の領域のトピックスであった。さらに
財務会計の論文の掲載率をジャーナル別で見た場合、RAST では 83.8%、JAR では 59%、CAR では 58.1%、JAE
では 52.8%、TARでは 50.9%、AOS では 16.6%を占めていた (Oler et. al. (2010), p.659)。研究方法を見てみると、
64.7%がアーカイバル研究、13.0%が実験研究、13.7%が Theoretical研究、2.8%がサーベイ研究、1.5%がフィールド・
スタディ、2.3%がレビュー、2.0%が記述的研究であった。さらに、主流の研究方法であるアーカイバル研究の割合
をジャーナル別で見た場合、JAEでは 81.9%、RASTでは 63.3%、CAR では 48.9%、JAR では 47.8%、TAR では
31.1%、AOSでは 10.7%を占めていた (Oler et. al. (2010), p.661) 。 





件として求められる各セミナーの名称とその割合である。財務会計（Financial Seminar）が 87%、管理会計（Managerial 
Seminar）が 60%、監査（Auditing Seminar）が 43%、税務（Tax seminar）が 18%、アナリティカル（Analytical Seminar）
が 58%、行動会計（Behavioral／Judgment and Decision Making Seminar）が 58%である（Brink A.G. et al. (2012), p.928）。 
5. ティーチング 
約 96%の学生が Ph.D.プログラム中に一つ以上の科目を教えることが義務付けられている。在学中に教える科目





学金以外に提供される資金援助は平均 7,944ドルである（Brink A.G. et al. (2012), p.926）。 
 








2 年間で講義や Ph.D.セミナーに参加し 48 単位（1 科目は 3 単位である）を修得するものである。コースワークの
成果を測るために、1年目と 2年目の終了時にそれぞれ基礎科目（統計学、計量経済学、経済学など）の知識をテ
ストする Screening Exam と、3 年目の終了時には研究能力（主に Ph.D.セミナーで学んだ知識）をテストする
Comprehensive Examという試験が設けられている。 
2014 年度に開講された Ph.D.セミナーは「Seminar in Financial Accounting Theory」、「Seminar in Capital Markets 











すべてのコースワークが修了した 3 年目から本格的な博士論文の執筆に入るが、2 年目の前期と 3 年目の前期
に、それぞれ 1編の論文を書いて学内で発表することが求められている。しかし、博士論文の提出要件として査読
論文は含められていない。 








ことが求められている10 ）。一般的には 3年目から講義担当を始めるが、プログラム修了まで約 4科目を担当する。
受講者である学部生達がPh.D.学生による講義をどのように受け止めているかについては非常に興味深い。 
4. 大学からの資金的援助 









Ⅳ Basu教授による資本市場研究セミナ  ー






内容で構成されている。リーディングの部分はさらにMain Readings、Extra Readings、Follow-up on Class Discussion




表 1  2014－2015年度 Ph.D.プログラムの時間割表サンプル 







Ph.D.セミナーすべてにおいて一般的に行われる内容ではない。筆者が入手したアメリカの 17 の大学における 21
人の教員による会計の Ph.D.セミナーのシラバスを見る限り、この 3 つの内容は他のシラバスでは散見される程度
であった。また、リーディングの分量も教員によりばらつきがあった。 
2. セミナーの進め方 
本セミナーの 2015 年春学期では、2015 年 1 月から 5 月にわたって 14 セッション（14 コマ）が行われた。1 セ
ッションは週に 1回、約 4時間にわたって開講された11 ）。受講生は会計学部のPh.D.1年生の 3人とファイナンス


















ッションで取り上げられたMain Readingsのトピックスおよび論文の数は表 2に示されたとおりである。 
 
表 2 Main Readingsのトピックスと文献数の一覧 
 トピックス 論文数 
（合計 68編） 
Session1 Introduction and background to course 6 
Session2 Efficient markets hypotheses and classic event studies 7 
Session3 Price variance and volume measures of information content 6 




Session5 Bid-ask spreads and information asymmetry 6 
Session6 Capital structure 6 
Session7 Time-series properties and market reactions  6 
Session8 Long-window association and lead-lag relationship 4 
Session9 Option-based models of earnings-return relation. 4 
Session10 Value relevance and standard setting  4 
Session11 Empirical violations of the CAPM-EMH joint hypothesis 4 
Session12 Do financial analysts predict earnings accurately? 4 
Session13 More evidence of market inefficiency 6 
Session14 （Ph.D.学生によるリサーチ・プロポーザルの発表のため、なし）  
出所：Ph.D.セミナー中の配布資料に基づき、筆者作成。 
 







① セッション 11：経済学を鵜呑みしない 




























表 3 Extra Readingsのトピックスと文献数の一覧 
 トピックス 論文・エッセイ数 
（合計 30編） 
Session1 Qualitative accounting research  1 
Session2 Sweetwater advice 1 
Session3 Looking for research topics 3 
Session4 Generating research ideas 2 
Session5 Shadish, Cook, Campbell 2003 Ch.1-3 3 
Session6 Designing research 3 
Session7 Refereeing process 2 
Session8 Research OR/AND teaching 3 
Session9 Student teaching evaluations 4 
Session10 Skeptical econometricians 2 
Session11 Taking economics with a pinch of salt 1 
Session12 How economists persuade 2 
Session13 How to do research 2 
Session14 Oops! Wrong sign... 1 
出所：Ph.D.セミナー中の配布資料に基づき、筆者作成。 
 
(ウ) Follow-up on Class Discussion 
上述した Main Readings や Extra Readings のトピックスは毎年若干の入れ替えはあるもののほとんどはそのまま
継続されるが、Follow-up on Class Discussion のカテゴリーのトピックスはその年の受講生の関心事やセミナーでの














的、政策的、科学的にも有用であるかのように理解している。リーディングの一つに指定されている Ziliak and 













































表 4 Follow-up on Class Discussion Readingのトピックスと文献数の一覧 
 トピックス 論文・エッセイ数 
（合計 38編） 
Session1 なし  
Session2 Positive Economics 1 
Session3 -How should economists choose? 
-Why do firms split their stocks? 
3 
Session4 -What is the proportion of incorrect citations? Why so many errors? 
-The dangers of incorrect citations 
4 
Session5 Reversion toward the Mean 2 
Session6 -Why don’t inventors get credit for their ideas? 
-The Matthew Effect in Science 
-Catchy paper titles 
5 
Session7 Why statistical significance is unimportant? 4 
Session8 Conservatism before (and after) Basu (1997) 1 




Session10 -Why economics does not require an assumption that individuals are rational? 
-The weirdest people in the world? 
3 
Session11 -More is different 
-More is different because… 
2 
Session12 -Cargo Cult Science 
-How do we establish causality? 
-What do economists know? 
3 
Session13 Statistical Significance and effect size 4 
Session14 -Why do people account? 
-Some thoughts on doing better research 




b. データ分析 (Data Analysis/ Empirical Replication) 
データ分析のプロジェクトは、先行研究を模倣することでデータ分析の仕方を修得するのが目的である。CRSP
（The Center for Research in Security Price ）やCOMPUSTATといったデータベースにアクセスし、SASや STATAと




には最初のプロジェクトでは CRSP のデータを利用するのに対し、このプロジェクトでは CRSP の会計数値と













































3. 教員の講義負担と Ph.D.教育の質 
教員の講義負担が少ないことが、Basu教授のようにPh.D.セミナーにエネルギーを注げられる要因の一つである
と考えられる。教員の担当コマ数が多くなると、一つの講義に配分できるエネルギーは当然少なくなる。高い教育
レベルを維持するには、講義負担を減らすことも必要である。Basu 教授の場合、2014 年秋学期は学部の講義 2 コ


















































5） AOS: Accounting, Organizations and Society, CAR: Contemporary Accounting Research, JAE: Journal of Accounting Economics, JAR: 
Journal of Accounting Research, RAST: Review of Accounting Studies, TAR: The Accounting Review. 
6） 『テンプル大学FOX ビジネス・スクールPh.D.学生ハンドブック』（2014）、49頁より引用した。 

















の高い研究成果を出すとされている（Stone, D. N. (1978), p.192）。 
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17 孫　　美灵 内部統制制度の導入効果に関する一考察 2013年3月
白　　貞壬 How Do We See the Success of a Foreign Retailer in a Mature Retail Market?：Interaction between Costco and Japanese Consumers
Why does Lotte Shopping of Korea go global?
：Birth of hybrid retailer and its business development for global retailer 2013年1月崔　　相鐵
14 孫　　美灵 企業側の視点からみた内部統制制度の導入 2012年5月
本間　利通 内部通報制度の導入状況 2010年5月
15 2012年6月リテール・ブランド構築モデルの検討
13 髙橋　広行 外資系企業の現地適応に関する一考察　－ＬＵＳＨ（ラッシュ）の事例を通じて－ 2012年3月




2008年9月4 東　　利一 コト・マーケティング - 顧客をコトとして捉える -








1 福井　　 誠 企業におけるEnterprise2.0導入の成功要因－ＩＢＭのJamと久米繊維工業の事例による－
ミラノサローネ2008への日本企業出展に関する評価記事編纂 2009年2月





11 山下　貴子 リーマン・ショック後の金融資産選択行動 2010年3月
12
№ 著　者 タ　イ　ト　ル 発行年月
白　　貞壬
ズオン　ティトゥイ
24 東　　利一 コト・マーケティングの解明－顧客体験を基にしたマーケティング－ 2015年4月
■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■
21 山下　貴子 家計の金融行動と金融ケイパビリティ 2014年6月





25 東　　利一 ビジョナリー・マーケティング－コト・マーケティングのインフラとしてのビジョン経営－ 2015年6月
